様式第５号

県営住宅（県中・県南地区）の指定管理者の指定申請に係る宣誓書

令和　　年　　月　　日　　

　　　福　島　県　知　事

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名　　　　　　
　県営住宅（県中・県南地区）の指定管理者の指定申請に当たり、法人等及び役員が、次の事項に該当しないことを宣誓します。

記

１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定＜法人等について＞

２　県が行う工事若しくは製造の請負、庁舎等維持管理業務の委託、物品の買入れ又は修繕の契約の入札について、指名停止措置を受けていること＜法人等について＞

３　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、県又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しないこと＜法人等について＞

４　県税（ただし、県民税、事業税及び自動車税種別割に限る。）、消費税及び地方消費税（以下「県税等」という。）を滞納していること＜法人等について＞

５　会社更生法又は民事再生法に基づく手続きを行っていること
＜法人等について＞

６　県営住宅（県中・県南地区）指定管理者募集要項「９　申請の資格カ」の規定＜法人等及び役員等について＞

７　役員のうち、次に該当するものがある者＜役員について＞

　　ア　破産者で復権を得ないこと

　　イ　拘禁刑以上の刑に処され、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しないこと

様式第６号

期間の定めのない雇用契約で働いている正社員数について

令和　　年　　月　　日　　

　　　福　島　県　知　事

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名　　　　　　
　令和７年７月１日時点における、福島県内にある本社を含めた事業所において、期間の定めのない雇用契約で働いている正社員数は下記のとおりです。

記
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注）１　行が不足する場合は適宜追加すること。

２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とすること

様式第７号

県営住宅（県中・県南地区）の指定管理者の指定申請に係る申立書

令和　　年　　月　　日　　

　　　福　島　県　知　事

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名　　　　　　
　県営住宅（県中・県南地区）の指定管理者の指定申請に当たり、次の書類については、該当がないことを申し立てます。

記
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